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(57)【要約】
【課題】排ガス中の酸性ガス濃度の変動が大きい排ガス
を処理する際に、酸性ガスの排出規制値以下に酸性ガス
を安定的に低い処理コストで除去でき、また、排ガスに
消石灰を供給して酸性ガス濃度を低減する場合に、バグ
フィルタ等への煤塵の固着を防止できる排ガス処理方法
を提供する。
【解決手段】第一の酸性ガス除去工程で、濃度計測工程
で計測された二酸化硫黄濃度に基づき、排ガス中の二酸
化硫黄濃度が所定の目標濃度に近づくように液状アルカ
リ剤の供給量をフィードバック制御し、第二の酸性ガス
除去工程で、濃度計測工程で計測された塩化水素濃度及
び二酸化硫黄濃度の計測値に基づき、排ガス中の塩化水
素濃度及び二酸化硫黄濃度がそれぞれの所定の目標濃度
に近づくように粉末アルカリ剤の供給量をフィードフォ
ワード制御する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　塩化水素と二酸化硫黄を含む酸性ガスを含有する排ガスをガス冷却塔で冷却する冷却工
程と、
　ガス冷却塔で排ガスに液状アルカリ剤を供給する第一の酸性ガス除去工程と、
　ガス冷却塔から排出された排ガスに粉末アルカリ剤を供給する第二の酸性ガス除去工程
と、
　粉末アルカリ剤が供給された排ガス中のダストを除去するとともに、酸性ガスと粉末ア
ルカリ剤との反応生成物を集塵器で除去する集塵工程と、
　を有する排ガス処理方法において、
　上記第一の酸性ガス除去工程と上記第二の酸性ガス除去工程との間で、ガス冷却塔から
排出された排ガス中の塩化水素濃度及び二酸化硫黄濃度を計測する濃度計測工程を有し、
　上記第一の酸性ガス除去工程で、上記濃度計測工程で計測された二酸化硫黄濃度に基づ
き、排ガス中の二酸化硫黄濃度が所定の目標濃度に近づくように液状アルカリ剤の供給量
をフィードバック制御し、
　上記第二の酸性ガス除去工程で、上記濃度計測工程で計測された塩化水素濃度及び二酸
化硫黄濃度の計測値に基づき、排ガス中の塩化水素濃度及び二酸化硫黄濃度がそれぞれの
所定の目標濃度に近づくように粉末アルカリ剤の供給量をフィードフォワード制御する
　ことを特徴とする排ガス処理方法。
【請求項２】
　第二の酸性ガス除去工程で、塩化水素と反応してCaClOHを生成するとともに二酸化硫黄
と反応してCaSO３を生成するために必要十分な粉末アルカリ剤としての消石灰の供給量Ｗ
を（Ａ）式により演算し、該供給量Ｗを下限量として消石灰を供給する
　こととする請求項１に記載の排ガス処理方法。
　Ｗ＝３．３×１０－３（Ｘ０＋Ｙ０）・Ｑ　　　（Ａ）
　Ｗ：消石灰の供給量（ｇ/ｈ）
　Ｘ０：塩化水素濃度（ｐｐｍ）
　Ｙ０：二酸化硫黄濃度（ｐｐｍ）
　Ｑ ：排ガス流量（Ｎｍ３/ｈ）
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、都市ごみ焼却施設、産業廃棄物焼却施設、およびその他の燃焼装置、加熱装
置等において燃焼、加熱工程に伴って排出される排ガス中に含まれる塩化水素、二酸化硫
黄からなる酸性ガスを除去する排ガス処理方法に関し、詳しくは液状アルカリ剤および粉
末状アルカリ剤（以下、総称して単に「アルカリ剤」ともいう）を排ガス中に供給して酸
性ガスと反応させ該酸性ガスとの反応生成物を除去する際の、液状アルカリ薬剤および粉
末状アルカリ薬剤の供給量を制御する排ガス処理方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　都市ごみや産業廃棄物を焼却処理する際に生ずる排ガスや、その他の燃焼装置や加熱装
置で燃焼、加熱工程に伴って排出される排ガスには塩化水素や二酸化硫黄を含む酸性ガス
が含まれている。これらの酸性ガスは有害なので、排ガスを大気へ放出する際には酸性ガ
ス濃度を規制値以下とするように排ガス処理が行われている。
【０００３】
　ごみ焼却施設等において用いられている排ガス処理方法として、特許文献１に記載のも
のが知られている。該特許文献１の排ガス処理方法では、まず、焼却炉、二次燃焼室そし
てボイラを経た排ガスをガス冷却塔に導き、このガス冷却塔において苛性ソーダ水溶液を
噴霧し、排ガスを所定温度に減温するとともに、排ガス中の酸性ガスを中和し、さらに排
ガスをバグフィルタに導く。該バグフィルタ入口側煙道において排ガス中に粉末アルカリ
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剤である消石灰を噴霧して、排ガス中の残存する酸性ガス成分と粉末アルカリ剤との反応
により生成した反応生成物を煤塵とともにフィルタにより捕集して排ガスから除去してい
る。
【０００４】
　上記特許文献１の排ガス処理方法によれば、ガス冷却塔で苛性ソーダ水溶液を噴霧する
処理あるいはバグフィルタ入口側煙道において排ガス中に粉末アルカリ剤を噴霧する処理
を単独で行う場合に比べて、排ガス中の酸性ガスをより多く除去することができ、また、
苛性ソーダ水溶液使用量や粉末アルカリ剤使用量を低減できるため、排ガス処理コストを
低減できる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００４－３２４９５６
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、廃棄物焼却炉等では、燃焼処理対象物の組成、性状が常に変動するので
排ガス中の酸性ガス成分濃度も常に大きな幅で変動している。かかる廃棄物焼却炉等にお
いて、特許文献１による排ガス処理方法を適用しても、酸性ガスの排出規制値以下に酸性
ガスを安定的に低減することが困難であり、排出規制値以下に酸性ガスを低減するために
は苛性ソーダ水溶液や粉末アルカリ剤を多く使用せざるを得ず、その結果、アルカリ剤の
使用量が増大し、その分、処理コストも増大してしまうという問題が生じる。
【０００７】
　例えば、ガス冷却塔において苛性ソーダ水溶液を一定量で吹き込み、バグフィルタ下流
側の煙突部分で塩化水素濃度および二酸化硫黄濃度を計測し、これらの濃度が目標濃度以
下になるようにバグフィルタ入口煙道において噴霧する消石灰噴霧量をフィードバック制
御する方式を行ったとしても、排ガス中の酸性ガス成分濃度の変動に十分に対応するのは
難しく、上述した問題は解決されない。
【０００８】
　また、特許文献１による排ガス処理方法において粉末アルカリ剤として消石灰を噴霧す
る場合、例えば、排ガスをおおよそ１８０℃まで冷却した後に消石灰粉末を排ガス流路又
は集塵機入口に噴霧して塩化水素及び二酸化硫黄と反応させ、集塵機として使用されるバ
グフィルタによって反応生成物である塩化カルシウム（CaCl2）及び石膏（CaSO4）を煤塵
とともに捕集して排ガスから除去する場合には後述するような問題が生じる。
【０００９】
　上記特許文献１では、排ガス中の酸性ガスとしての塩化水素（HCl）を除去するために
、消石灰（Ca(OH)2）を排ガス中に吹き込み、
　2HCl＋Ca(OH)2→CaCl2＋2H2O
の反応のもとに、塩化カルシウム（CaCl2）を生成し、この塩化カルシウムをフィルタに
て煤塵とともに捕集している。
【００１０】
　しかしながら、塩化水素が消石灰と反応して生成されるCaCl2は吸湿性が高いので、排
ガス中の水分を吸収して水和物CaCl2(H2O)nを生成し、この水和物が接着性物質として作
用して煤塵粒子を凝集させたり煤塵粒子をバグフィルタに固着させてしまう。したがって
、該バグフィルタに付着した煤煙を払い落とすべく該バグフィルタに払い落としガスを噴
射しても、煤塵がバグフィルタに固着しているので払い落としが十分に行えない。その結
果、フィルタの目詰まりによって、バグフィルタの差圧が上昇し誘引ブロワの負荷を増大
させる問題、煤塵粒子が流路内面に固着して流路で詰まりが生じたり有効流通断面積が小
さくなり排ガスの円滑な流送が困難になる問題、バグフィルタから払い落とされた煤塵を
受けて排出するホッパあるいは搬出コンベアで煤塵が固化したり、ブリッジを形成して煤
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塵を排出することが困難になる問題が生じる。
【００１１】
　また、排ガス中の二酸化硫黄濃度が比較的高い場合には、消石灰と塩化水素の反応によ
り生じるCaCl2が、さらに排ガス中の二酸化硫黄と反応することにより石膏（CaSO4）が生
成され、煤塵粒子が石膏により凝集したり接着されて固化しバグフィルタに固着する。こ
の結果、払い落としが十分に行えずに、フィルタの目詰まりが生じるという問題や、煤塵
を排出することが困難になる問題が生じている。このように、塩化水素と二酸化硫黄に対
して消石灰を吹き込む場合には、煤塵の固化固着が生じるという問題がある。
【００１２】
　本発明は、かかる事情に鑑みてなされたものであって、排ガス中の酸性ガス成分濃度の
変動が大きい排ガスを処理する際に、酸性ガスの排出規制値以下に酸性ガスを安定的に除
去でき、かつ低い処理コストで処理することができ、また、酸性ガスを含有する排ガスに
消石灰を供給して酸性ガス濃度を低減する場合には、バグフィルタや周辺機器への煤塵の
固着を防止することのできる排ガス処理方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　本発明に係る排ガス処理方法は、塩化水素と二酸化硫黄を含む酸性ガスを含有する排ガ
スをガス冷却塔で冷却する冷却工程と、ガス冷却塔で排ガスに液状アルカリ剤を供給する
第一の酸性ガス除去工程と、ガス冷却塔から排出された排ガスに粉末アルカリ剤を供給す
る第二の酸性ガス除去工程と、粉末アルカリ剤が供給された排ガス中のダストを除去する
とともに、酸性ガスと粉末アルカリ剤との反応生成物を集塵器で除去する集塵工程とを有
している。
【００１４】
　かかる排ガス処理方法において、本発明は、上記第一の酸性ガス除去工程と上記第二の
酸性ガス除去工程との間で、ガス冷却塔から排出された排ガス中の塩化水素濃度及び二酸
化硫黄濃度を計測する濃度計測工程を有し、上記第一の酸性ガス除去工程で、上記濃度計
測工程で計測された二酸化硫黄濃度に基づき、排ガス中の二酸化硫黄濃度が所定の目標濃
度に近づくように液状アルカリ剤の供給量をフィードバック制御し、上記第二の酸性ガス
除去工程で、上記濃度計測工程で計測された塩化水素濃度及び二酸化硫黄濃度の計測値に
基づき、排ガス中の塩化水素濃度及び二酸化硫黄濃度がそれぞれの所定の目標濃度に近づ
くように粉末アルカリ剤の供給量をフィードフォワード制御することを特徴としている。
【００１５】
　本発明では、粉末アルカリ剤として、例えば、消石灰を用いる場合に、フィードフォワ
ード制御される消石灰の供給量を下記のように演算し決定する。
【００１６】
　第一の酸性ガス除去工程により処理された排ガス中の塩化水素濃度の計測値および二酸
化硫黄濃度の計測値に基づき、塩化水素と反応し塩化水素濃度を目標塩化水素濃度に低減
するために必要十分な消石灰の供給量と、二酸化硫黄と反応し二酸化硫黄濃度を目標二酸
化硫黄濃度に低減するために必要十分な消石灰の供給量との和である消石灰の供給量Ｚを
（１）式により演算する。
【００１７】
（数１）
　　Ｚ＝３．３×１０－３（Ｘ０－Ｘ１）・Ｑ・ＫＸ＋３．３×１０－３（Ｙ０－Ｙ１）
　　　　・Ｑ・ＫＹ　　（１）
　ここで、
　Ｚ：消石灰の供給量（ｇ/ｈ）
　Ｘ０：塩化水素濃度計測値（ｐｐｍ）
　Ｘ１：目標塩化水素濃度（ｐｐｍ）
　Ｙ０：二酸化硫黄濃度計測値（ｐｐｍ）
　Ｙ１：目標二酸化硫黄濃度（ｐｐｍ）
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　Ｑ ：排ガス流量（Ｎｍ３/ｈ）
　ＫＸ：モル係数（塩化水素との反応）
　ＫＹ：モル係数（二酸化硫黄との反応）
【００１８】
　上記（１）式は次のようにして導かれた式である。
（数２）
　　Ｚ＝（Ｘ０－Ｘ１）×１０－6・Ｑ・１０３・７４・ＫＸ／２２．４
　　　　＋（Ｙ０－Ｙ１）×１０－6・Ｑ・１０３・７４・ＫＹ／２２．４
　　　＝３．３×１０－３（Ｘ０－Ｘ１）・Ｑ・ＫＸ＋３．３×１０－３（Ｙ０－Ｙ１）
　　　　・Ｑ・ＫＹ　　　（２）
　７４：消石灰の式量　ｇ／ｍｏｌ
　２２．４：理想気体のモル体積　ｌ／ｍｏｌ
【００１９】
　上記（２）式において、前項は塩化水素濃度計測値Ｘ０ｐｐｍの塩化水素と中和反応し
て、目標塩化水素濃度Ｘ１ｐｐｍにまで低減させるのに必要な消石灰供給量であり、後項
は二酸化硫黄濃度計測値Ｙ０ｐｐｍの二酸化硫黄と中和反応して、目標二酸化硫黄濃度Ｙ

１ｐｐｍにまで低減させるのに必要な消石灰供給量である。
【００２０】
　本発明によれば、第一の酸性ガス除去工程により処理された排ガス中に上記（１）式で
算出した供給量Ｚの消石灰を排ガス流路に供給して、排ガス中の塩化水素濃度と二酸化硫
黄濃度を目標濃度以下に抑制することができる。
【００２１】
　＜モル係数の説明＞
　ここで、モル係数について、説明を加えておく。
【００２２】
　例えば、排ガス中の酸性ガス成分であるHCl又はSO2の除去に必要な消石灰のモル数を算
出するに当たり、排ガス流量と排ガス中のHCl濃度又はSO2濃度から算出される排ガス中の
HCl又はSO2の時間当たりのモル数に乗じて、必要な消石灰の時間当たりのモル数を求める
際に用いられる係数をモル係数という。すなわち、酸性成分の除去に必要な消石灰のモル
数は、排ガス中の酸性ガス成分のモル数にモル係数を乗じることにより求められる。ここ
で、モル係数は酸性ガス成分の種類と消石灰粉末の種類によって異なる。
【００２３】
　モル係数の求め方について、酸性ガス成分としてHClを例に挙げ以下に説明する。排ガ
ス中のHClに対して消石灰（Ca(OH)2）を吹き込んで反応させ除去する際の反応は、次のと
おりである。
　　　HCl＋1/2Ca(OH)2→1/2 CaCl2＋H2O
【００２４】
　１モルのHClと反応するのに理論的に必要な消石灰は１／２モルである。ここで、排ガ
ス中においてガスとして存在しているHClに対し、消石灰は粉末状（固体状）であり、気
相－固相反応となることから、実際の反応に必要な量は理論的必要量よりも多くなり、そ
の必要量は実験的に求めることができる。消石灰の実際の必要量を求めるために実験を行
ったところ、消石灰粉末としてＪＩＳ特号消石灰を用いた場合、１８０℃においてHClを
９６％除去するために必要な消石灰の当量比（実際に供給するモル数／理論モル数）は、
３であった。そこで、モル係数は以下のとおりとなる。
【００２５】
　特号消石灰を用いてHCl除去を行うとき、当量比３で除去率９６％なので、１００％除
去するためには、次のようにモル係数は１．５６となる。
（数３）
　　モル係数ＫＸ＝（１００÷９６）×３×１／２＝１．５６　　　　（３）
【００２６】
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　また、酸性ガス成分がSO2の場合には、排ガス中のSO2に対して消石灰を吹き込んで反応
させ除去する際の反応は、次のとおりである。
　　　SO2＋Ca(OH)2＋1/2O2→CaSO4＋H2O
【００２７】
　１モルのSO2と反応するのに理論的に必要な消石灰は１モルである。HClと同様の実験に
よりSO2を除去するために必要な消石灰を算出するためのモル係数を求めたところ、以下
のとおりとなる。
【００２８】
　特号消石灰を用いてSO2除去を行うとき、１８０℃において当量比２で除去率４５％な
ので、１００％除去するためには、次のようにモル係数は４．４４となる。
（数４）
　　モル係数ＫＹ＝（１００÷４５）×２＝４．４４　　　　　　　　　　（４）
【００２９】
　第二の酸性ガス除去工程で、粉末アルカリ剤としての消石灰を用いる場合に、バグフィ
ルタに煤塵が固着したり周辺機器で固化して問題が生じることを防止するため、バグフィ
ルタに固着したり周辺機器で固化した煤塵を詳細に解析した結果、消石灰と塩化水素、二
酸化硫黄との反応生成物について検討して、以下のことが判明した。
【００３０】
　（１）塩化水素と消石灰粉末の反応によって生じる塩化カルシウム（CaCl2）は吸湿性
が高く、CaCl2が排ガス中の水分を吸収することにより水和物（CaCl2(H2O)n）が生成され
、該水和物により煤塵粒子が凝集したり接着されて固化または固着したりする。
【００３１】
　（２）排ガス中の二酸化硫黄濃度が比較的高い場合には、消石灰と塩化水素の反応によ
り生じるCaCl2がさらに排ガス中の二酸化硫黄と反応することにより石膏（CaSO4）が生成
され、該石膏により煤塵粒子が凝集したり接着されて固化または固着したりする。
【００３２】
　これらの現象の反応プロセスを分析し解明した結果、塩化水素そして二酸化硫黄につい
て、発明者は、以下のような対策が煤塵の固化固着を防止するのに効果的であることを見
出した。
【００３３】
　　　＜塩化水素　HCl＞
　消石灰は塩化水素と反応する際に次のような２段階の反応で進む。
【００３４】
　　第１段階の反応：HCl＋Ca(OH)2→CaClOH＋H2O
　　第２段階の反応：HCl＋CaClOH→CaCl2＋H2O
【００３５】
　そこで、吸湿性が高いCaCl2を生じさせないためには、第１段階で反応を終結させるこ
とが有効である。このために第１段階で塩化水素と反応させ水酸化塩素カルシウム（CaCl
OH）を生成させるのに必要十分な消石灰の供給量を塩化水素濃度から下限量として算出し
て、その下限量以上の消石灰を排ガス流路に供給して、塩化水素のほとんどの量と反応さ
せ、第２段階の反応がなされないようにする。すなわち、第１段階の反応で塩化水素のほ
とんどの量をCaClOHとすることにより消石灰と塩化水素との反応を第１段階で終結させ、
CaCl2を発生させないようにする。
【００３６】
　第１段階の反応で終結される結果として生成されたCaClOHは、無害な固体粉末であり、
吸湿性がないので、フィルタに固着することもなく、容易に払い落され捕集されて処分さ
れる。
【００３７】
　＜二酸化硫黄　SO2＞　
　排ガス中の二酸化硫黄濃度が比較的高い場合には、次のように塩化水素と消石灰の反応
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により生じたCaCl2が二酸化硫黄および排ガス中の水分と反応して、石膏（CaSO4）が生成
される。石膏は煤塵粒子を凝集させたり煤塵粒子をフィルタに固着させてしまう等、不具
合をもたらす。
　　　CaCl2とSO2の反応：CaCl2＋SO2＋H2O→CaSO4＋2HCl
【００３８】
　そこで、SO2から有害な石膏（CaSO4）を生成させないために、次のようにCa(OH)2とSO2
を反応させてCaSO3を生成するようにする。
　　　Ca(OH)2とSO2の反応：Ca(OH)2＋SO2→CaSO3＋H2O
【００３９】
　そのためには、排ガス中の塩化水素（HCl）に対しては、該塩化水素と消石灰との反応
を既述の第１段階の反応で終結させてCaCl2が発生しないようにすべく、塩化水素と反応
しCaClOHを生成させることにより、塩化水素濃度を目標塩化水素濃度以下に低減するため
に必要十分な消石灰の供給量を塩化水素濃度の計測値から算出する。そして、排ガス中に
HClとともに存在する二酸化硫黄SO2に対しては、二酸化硫黄と反応しCaSO3を生成させる
ことにより二酸化硫黄濃度を目標二酸化硫黄濃度以下に低減するために必要十分な消石灰
の供給量を算出する。本発明では、両者の供給量の合計を下限量として消石灰を排ガス流
路に供給して、その結果、CaCl2とCaSO4を発生させないようにする。
【００４０】
　HClに対してはCaClOHを生成させ、CaCl2を生成しないようにするので、SO2はCaCl2とは
反応できずにCa(OH)2と反応しCaSO3を生成する。このCaSO3は、CaClOHと同様、無害であ
り、固体で吸湿性がないので、フィルタに固着することもなく、容易に捕集され処分され
る。
【００４１】
　このような検討の結果、粉末アルカリ剤が消石灰であり、排ガス中の酸性ガスを除去す
るとともに、集塵器での煤塵の固化固着を防止することができる排ガス処理方法を次のよ
うに見出した。
【００４２】
　本発明に係る排ガス処理方法では、第二の酸性ガス除去工程で、塩化水素と反応してCa
ClOHを生成するとともに二酸化硫黄と反応してCaSO３を生成するために必要十分な粉末ア
ルカリ剤としての消石灰の供給量Ｗを（５）式により演算し、該供給量Ｗを下限量として
消石灰を供給することが好ましい。
（数５）
　　Ｗ＝３．３×１０－３（Ｘ０＋Ｙ０）・Ｑ　　　（５）
　　Ｗ：消石灰の供給量（ｇ/ｈ）
　　Ｘ０：塩化水素濃度（ｐｐｍ）
　　Ｙ０：二酸化硫黄濃度（ｐｐｍ）
　　Ｑ ：排ガス流量（Ｎｍ３/ｈ）
【００４３】
　上記（５）式により演算した消石灰の供給量Ｗを求めて、該供給量Ｗを下限量として消
石灰を供給する排ガス処理方法は、排ガス中の酸性ガスを除去するとともに、集塵機での
煤塵の固化固着を防止するためになされるものである。
【００４４】
　ここで、上記式（５）は次のようにして導いた式である。
　　Ｗ＝（Ｘ０＋Ｙ０）×１０－6・Ｑ×１０３×７４／２２．４
　　　＝３．３×１０－３（Ｘ０＋Ｙ０）・Ｑ
　７４：消石灰の式量　ｇ／ｍｏｌ
　２２．４：理想気体のモル体積　ｌ／ｍｏｌ
【００４５】
　供給量Ｗを下限量とする消石灰が排ガス流路に供給されると、塩化水素HClに対しては
水酸化塩素カルシウム（CaClOH）が生成されるに留まり、CaCl2は生成されないので、煤
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塵がフィルタに付着・固化することがない。また、二酸化硫黄SO2に対してはCaSO3が生成
され、CaSO4は生成されないので、煤塵がフィルタに付着・固化することがない。このよ
うに、煤塵がフィルタ等に付着・固化することがないので、フィルタでの払い落とし操作
により煤塵と反応生成物がフィルタから容易に払い落とされる。
【００４６】
　上記（５）式により演算した消石灰の供給量Ｗを求めて、該供給量Ｗを下限量として消
石灰を供給する排ガス処理方法の本発明では、塩化水素濃度を目標塩化水素濃度に低減す
るとともに二酸化硫黄濃度を目標二酸化硫黄濃度まで低減するために必要十分な量以上の
供給量Ｗの消石灰を排ガス流路に供給する。さらに、該消石灰の供給量Ｗは、塩化水素と
反応しCaClOHを生成し二酸化硫黄と反応しCaSO３を生成するために必要十分な供給量Ｗを
下限量としているので、塩化水素HClに対してはCaClOHを生成するに留まりCaCl2が生成さ
れず、二酸化硫黄に対してはCaSO３が生成されるに留まりCaSO４を生成しない。したがっ
て、本発明により、排ガス中の塩化水素濃度と二酸化硫黄濃度が目標濃度以下に抑制され
るとともに、集塵器での煤塵の固化固着を防止される。
【発明の効果】
【００４７】
　本発明によれば、排ガス中の酸性ガス成分濃度の変動が大きい排ガスを処理する際に、
酸性ガスの排出規制値以下に酸性ガスを安定的に除去でき、かつ低い処理コストで処理す
ることのできる排ガス処理方法を提供することができる。
【００４８】
　また、本発明によれば、酸性ガスを含有する排ガスに消石灰を供給して酸性ガス濃度を
低減するにあたって、煤塵の固化を防止でき、バグフィルタや周辺機器への煤塵の固着を
防止することができる。したがって、バグフィルタから煤塵の払い落としが十分に行える
ので、バグフィルタの差圧が上昇したり、排ガス流路で詰まりが生じたり有効流通断面積
が小さくなって、排ガスの円滑な流送が困難になるという問題や、バグフィルタから払い
落とされた煤塵を受けるホッパあるいは搬出コンベアで煤塵が固化しブリッジを形成して
煤塵を排出することが困難になるという問題が生じることなく、円滑に排ガス中の酸性ガ
スを除去することができる。
【図面の簡単な説明】
【００４９】
【図１】実施形態に係る排ガス処理装置の構成を示すブロック図である。
【発明を実施するための形態】
【００５０】
　以下、添付図面に基づいて本発明に係る排ガス処理方法の実施形態を説明する。
【００５１】
　図１は、本実施形態に係る排ガス処理装置１の構成を示すブロック図である。同図にお
いて、排ガス中に供給されるアルカリ剤の経路が実線の矢印で示され、電気的な信号の経
路が破線の矢印で示されている。本実施形態では、焼却炉２から排出された排ガスは、ボ
イラ３で熱回収されてから、後述するように排ガス処理装置１で該排ガス中の酸性ガスが
除去された後、煙突４から大気中へ放出される。
【００５２】
　焼却炉２によって廃棄物が焼却されると、該焼却炉２からは塩化水素や二酸化硫黄など
の酸性ガスを含有する排ガスが排出される。ボイラ３は、焼却炉２から受けた排ガスから
熱を回収し蒸気を生成する。
【００５３】
　排ガス処理装置１は、ボイラ３からの排ガスを冷却するガス冷却塔１０と、該ガス冷却
塔１０内の排ガスに液状アルカリ剤である苛性ソーダ水溶液を供給する液状アルカリ剤供
給装置２０と、この苛性ソーダ水溶液が供給された排ガス中に含まれる二酸化硫黄の濃度
を計測する二酸化硫黄濃度計３０と、苛性ソーダ水溶液が供給された排ガス中に含まれる
塩化水素の濃度を計測する塩化水素濃度計４０と、該二酸化硫黄濃度計３０および該塩化
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水素濃度計４０よりも下流側の位置で排ガスに粉末アルカリ剤である消石灰を供給する粉
末アルカリ剤供給装置５０と、上記二酸化硫黄濃度計３０で計測された二酸化硫黄濃度お
よび上記塩化水素濃度計４０で計測された塩化水素濃度の少なくとも一つに基づいて苛性
ソーダ水溶液の供給量および消石灰の供給量を制御する制御装置６０と、消石灰が供給さ
れた排ガスからダスト（煤塵）を除去するとともに酸性ガスと粉末アルカリ剤との反応生
成物を捕集し除去するバグフィルタ７０とを有している。
【００５４】
　ガス冷却塔１０は、ボイラ３から排出された排ガスに減温水を散布して該排ガスを冷却
する。液状アルカリ剤供給装置２０は、苛性ソーダ水溶液を貯留する貯留槽（図示せず）
と、該貯留槽から苛性ソーダ水溶液を送り出す送液ポンプ（図示せず）と、送液ポンプで
貯留槽から送られてきた苛性ソーダ水溶液をガス冷却塔１０内の排ガスに噴霧する噴霧ノ
ズル（図示せず）とを有している。苛性ソーダ水溶液が排ガスに噴霧されることにより該
排ガス中の酸性ガスの一部が中和される。後述するように、液状アルカリ剤供給装置２０
から苛性ソーダ水溶液が供給される量は制御装置６０によってフィードバック制御される
。
【００５５】
　二酸化硫黄濃度計３０は、ガス冷却塔１０の出口からバグフィルタ６０の入口までの間
の煙道あるいはガス冷却塔１０の出口で排ガスに含まれる二酸化硫黄濃度を計測する。ま
た、塩化水素濃度計４０は、ガス冷却塔１０の出口からバグフィルタ６０の入口までの間
の煙道あるいはガス冷却塔１０の出口で排ガスに含まれる塩化水素濃度を計測する。
【００５６】
　粉末アルカリ剤供給装置５０は、上述したように二酸化硫黄濃度計３０および該塩化水
素濃度計４０よりも下流側の位置で、ガス冷却塔１０の出口からバグフィルタ６０の入口
までの間の煙道あるいはバグフィルタ６０の入口で排ガス中に消石灰を噴霧する。消石灰
が排ガスに噴霧されることにより排ガス中に残存する酸性ガスが中和される。後述するよ
うに、粉末アルカリ剤供給装置５０から消石灰が供給される量は制御装置６０によってフ
ィードフォワード制御される。
【００５７】
　制御装置６０は、液状アルカリ剤供給装置２０からの苛性ソーダ水溶液の供給量を制御
する液状アルカリ剤供給量制御部６１と、粉末アルカリ剤供給装置５０からの消石灰の供
給量を制御する粉末アルカリ剤供給量制御部６２とを有している。液状アルカリ剤供給量
制御部６１は、後述するように、二酸化硫黄濃度計３０で計測された二酸化硫黄濃度に基
いて、二酸化硫黄濃度が目標濃度まで低減するのに必要十分な苛性ソーダ水溶液の供給量
を算出してフィードバック制御を行う。
【００５８】
　粉末アルカリ剤供給量制御部６２は、二酸化硫黄濃度計３０で計測された二酸化硫黄濃
度および塩化水素濃度計４０で計測された塩化水素濃度に基いて、二酸化硫黄濃度および
塩化水素濃度をそれぞれの所定の目標濃度にまで低減するのに必要十分な消石灰の供給量
を算出してフィードフォワード制御を行う。本実施形態では、二酸化硫黄の目標濃度およ
び塩化水素の目標濃度は、例えば、二酸化硫黄および塩化水素のそれぞれの排出規制値に
基づいて定められる。
【００５９】
　バグフィルタ７０は、消石灰が供給された排ガスからダスト（煤塵）を捕集して除去す
るとともに酸性ガスと粉末アルカリ剤との反応生成物を捕集し除去する。本実施形態では
、バグフィルタにより上記ダストおよび上記反応生成物を捕集することとしたが、これに
代えて、電気集塵機により捕集することとしてもよい。
【００６０】
　以下、本実施形態に係る排ガス処理装置１の動作について説明する。まず、燃焼炉１か
ら排出された排ガスはボイラ３で熱回収された後、排ガス処理装置１のガス冷却塔１０に
導入される。該ガス冷却塔１０内において、排ガスは、減温水によって冷却されるととも
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に、液状アルカリ剤供給装置２０により苛性ソーダ水溶液を噴霧される。該苛性ソーダ水
溶液が噴霧されることにより、該苛性ソーダ水溶液と排ガス中の酸性ガスに含まれる二酸
化硫黄および塩化水素とが次のように反応し、該二酸化硫黄および塩化水素の一部が中和
される。
　　HCl＋NaOH→NaCl＋H2O
　　SO2＋2NaOH＋1/2 O2→Na2SO4＋H2O
【００６１】
　上記液状アルカリ剤供給装置２０からの苛性ソーダ水溶液の供給量は次のようにフィー
ドバック制御される。具体的には、まず、ガス冷却塔１０から排出された排ガス中におけ
る二酸化硫黄濃度が二酸化硫黄濃度計３０により計測される。そして、制御装置６０の液
状アルカリ剤供給量制御部６１が、二酸化硫黄濃度計３０で計測された二酸化硫黄濃度に
基いて、以下の（６）式を用いて二酸化硫黄濃度をガス冷却塔出口側での所定の目標濃度
にまで低減するのに必要十分な苛性ソーダ水溶液の供給量Ｖを算出する。
　（数６）
　　Ｖ＝１．８×１０－３（Ｙ０－Ｙ（１））・Ｑ・ＫＮＹ　　（６）
　ここで、
　Ｖ：消石灰の供給量（ｇ/ｈ）
　Ｙ０：二酸化硫黄濃度計測値（ｐｐｍ）
　Ｙ（１）：ガス冷却塔出口側での目標二酸化硫黄濃度（ｐｐｍ）
　Ｑ ：排ガス流量（Ｎｍ３/ｈ）
　ＫＮＹ：モル係数（苛性ソーダと二酸化硫黄との反応）
【００６２】
　上記（６）式は次のようにして導かれた式である。
（数７）
　　Ｖ＝（Ｙ０－Ｙ（１））×１０－6・Ｑ・１０３・４０・ＫＮＹ／２２．４
　　　＝１．８×１０－３（Ｙ０－Ｙ（１））・Ｑ・ＫＮＹ　　　　　（７）
　４０：苛性ソーダの式量　ｇ／ｍｏｌ
　２２．４：理想気体のモル体積　ｌ／ｍｏｌ
【００６３】
　液状アルカリ剤供給量制御部６１は、算出した量を下限量として、該下限量以上の苛性
ソーダ水溶液が排ガス中に供給されるように、液状アルカリ剤供給装置２０の送液ポンプ
の吐出量を調整するための指示信号を液状アルカリ剤供給装置２０へ送る。該液状アルカ
リ剤供給装置２０は、該指示信号に応じた量、すなわち液状アルカリ剤供給量制御部６１
で算出された量の苛性ソーダ水溶液をガス冷却塔１０内に噴霧する。
【００６４】
　また、ガス冷却塔１０から排出された排ガス中における塩化水素濃度が塩化水素濃度計
４０により計測される。制御装置６０の粉末アルカリ剤供給量制御部６２は、二酸化硫黄
濃度計３０で計測された二酸化硫黄濃度および塩化水素濃度計４０で計測された塩化水素
濃度に基いて、既述した（１）式を用いて二酸化硫黄濃度および塩化水素濃度をそれぞれ
の所定の目標濃度にまで低減するのに必要十分な消石灰の供給量を算出する。
【００６５】
　粉末アルカリ剤供給量制御部６２は、算出した量を下限量として該下限量以上の消石灰
が排ガス中に供給されるように指示信号を粉末アルカリ剤供給装置５０へ送る。該粉末ア
ルカリ剤供給装置４０は、ガス冷却塔１０およびバグフィルタ７０までの間の煙道におい
て、二酸化硫黄濃度計３０および塩化水素濃度計４０よりも下流側の位置あるいはバグフ
ィルタ７０の入口で排ガス中に上記指示信号に応じた量の消石灰を噴霧する。つまり、消
石灰の噴霧量は、計測された二酸化硫黄濃度および塩化水素濃度に基いて粉末アルカリ剤
供給量制御部６２でフィードフォワード制御される。
【００６６】
　消石灰が排ガスに噴霧されることにより排ガス中に残存する酸性ガスが中和され、塩化
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水素が消石灰と反応してCaClOHが生成され、二酸化硫黄が消石灰と反応して亜硫酸カルシ
ウム（CaSO3）が生成される。排ガス中のダストおよび生成されたCaClOHと亜硫酸カルシ
ウムは、バグフィルタ７０で捕集される。バグフィルタを通過した排ガス中の二酸化硫黄
および塩化水素はそれぞれの目標濃度にまで低減されており、該排ガスは煙突４から大気
中へ排出される。
【００６７】
　仮に、粉末アルカリ剤供給装置５０からの消石灰の供給量を、バグフィルタ７０の出口
における二酸化硫黄濃度および塩化水素濃度に基づいてフィードバック制御しようとする
と、焼却炉２から排出された排ガスに含まれる二酸化硫黄濃度および塩化水素濃度が大き
く変動したとき、消石灰の供給量をフィードバック制御により増減させてもその応答は遅
く、上記二酸化硫黄濃度および塩化水素濃度の変動に対応するのが困難である。
【００６８】
　本実施形態では、粉末アルカリ剤供給装置５０からの消石灰の供給量は、粉末アルカリ
剤供給装置５０よりも上流側に設けられた二酸化硫黄濃度計３０および塩化水素濃度計４
０でそれぞれ計測された二酸化硫黄濃度および塩化水素濃度に基づいてフィードフォワー
ド制御されている。このように、上記消石灰の量の供給量をフィードフォワード制御する
ことにより、上述したフィードバック制御する場合と比較して、焼却炉２からの排ガス中
の二酸化硫黄濃度および塩化水素濃度の変動に対して早期に応答して、消石灰の供給量を
増減させることができる。
【００６９】
　また、本実施形態では、液状アルカリ剤供給装置６１にて算出された苛性ソーダ水溶液
の供給量を下限量として、該下限量以上の苛性ソーダ水溶液を排ガス中に供給するととも
に、粉末アルカリ剤供給装置６２にて算出された消石灰の供給量を下限量として、該下限
量以上の消石灰を排ガス中に供給するので、煙突４から排出される排ガス中の二酸化硫黄
濃度および塩化水素濃度を常に目標濃度以下に維持することができ、排ガス中の二酸化硫
黄および塩化水素を安定的に低減させることができる。
【００７０】
　本実施形態では、算出された下限量に近い量の苛性ソーダ水溶液および消石灰を供給す
ることにより苛性ソーダ水溶液および消石灰の供給量を低減できる。また、消石灰の供給
量が低減される分、バグフィルタ７０で捕集される反応生成物の量も低減でき、その結果
、該反応生成物の処理コストも低減できる。
【００７１】
　本実施形態では、二酸化硫黄濃度および塩化水素のそれぞれの目標濃度は所定の値とし
て設定されていたが、これに代えて、該目標濃度が所定の幅の範囲として設定されてもよ
い。この場合、制御装置６０では、二酸化硫黄濃度および塩化水素の濃度が上記範囲内の
濃度となるのに必要十分な量を下限値として苛性ソーダ水溶液および消石灰の供給量を算
出して制御を行う。
【００７２】
　本実施形態では、液状アルカリ剤として苛性ソーダ水溶液を用いているが、液状アルカ
リ剤として消石灰スラリを用いてもよい。
【実施例】
【００７３】
　以下、本発明に係る排ガス処理方法の実施例を説明する。
【００７４】
　＜ごみ焼却炉排ガス中の塩化水素および二酸化硫黄の除去試験＞
　排ガス流量180Ｎｍ３／ｈの燃焼炉で模擬ごみを燃焼させ、後段に設けられたガス冷却
塔の出口の排ガス温度が180℃になるようにガス冷却塔における減温水の吹込み量を制御
して排ガスを冷却した。
【００７５】
　液状アルカリ剤供給装置からの苛性ソーダ水溶液の供給量はガス冷却塔の出口部分に設
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けられた二酸化硫黄濃度計による二酸化硫黄濃度の計測値がガス冷却塔の出口での目標濃
度になるようにフィードバック制御されるように設定した。この試験で用いた苛性ソーダ
水溶液は24重量%水溶液である。
【００７６】
　本実施例では、バグフィルタの入口部で消石灰粉末を噴霧する。該消石灰粉末の供給量
は、上記塩化水素濃度計による塩化水素の計測値と、上記二酸化硫黄濃度計による二酸化
硫黄濃度の計測値とに基づき、バグフィルタの出口での塩化水素濃度と二酸化硫黄濃度が
目標値以下（塩化水素100ppm、二酸化硫黄50ppm）となるようにフィードフォワード制御
されるように設定した。この試験で用いた消石灰は特号消石灰である。
【００７７】
　また、ガス冷却塔の入口における排ガス中の酸性ガス成分の濃度を変化させるために、
模擬ごみ中の塩素あるいは硫黄の含有量を変化させ、ガス冷却塔の入口に塩化水素濃度計
および二酸化硫黄濃度計を設置して塩化水素濃度および二酸化硫黄濃度を測定した。
【００７８】
　さらに、バグフィルタの出口に塩化水素濃度計および二酸化硫黄濃度計を設置し、塩化
水素濃度および二酸化硫黄濃度を測定し検証した。
【００７９】
　以下、従来の排ガス処理方法により排ガス処理を行った比較例および本発明に係る排ガ
ス処理方法により排ガス処理を行った実施例を以下に示す。
【００８０】
　＜比較例＞
　比較例として、ガス冷却塔での苛性ソーダ水溶液の供給量を2.0Ｌ/ｈ又は1.0Ｌ/ｈの一
定量に固定し、バグフィルタ出口に設置した塩化水素濃度計および二酸化硫黄濃度計のデ
ータに基づき、バグフィルタ入口部で噴霧する消石灰吹込み量をバグフィルタ出口におけ
る目標値（塩化水素=100ppm、二酸化硫黄=50ppm）以下になるようフィードバック制御を
行った。
【００８１】
　本比較例において、上述した制御を行ったときの酸性ガス濃度の計測結果と、苛性ソー
ダ水溶液の供給量と消石灰の供給量を表１に示す。また、苛性ソーダ24%水溶液および消
石灰の市中価格より、それぞれの薬剤費用を計算し示した。
【００８２】
【表１】

【００８３】
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　本比較例において、六つの比較例（比較例１～６）が表１にて示されている。比較例１
～６は、ガス冷却塔の入口における二酸化硫黄濃度によってＡ～Ｃの三つのグループに分
類される。表１に示されているように、該二酸化硫黄濃度が約３００ｐｐｍである比較例
１，２はグループＡに、該二酸化硫黄濃度が約４３０ｐｐｍである比較例３，４はグルー
プＢに、該二酸化硫黄濃度が約８００ｐｐｍである比較例５，６はグループＣに分類され
ている。
【００８４】
　＜実施例＞
　ガス冷却塔出口に設置した塩化水素濃度計および二酸化硫黄濃度計のデータを用いて、
苛性ソーダ水溶液および消石灰の吹込み量の制御を行った。ガス冷却塔における苛性ソー
ダ水溶液の吹込み量については、ガス冷却塔出口における二酸化硫黄濃度の目標値を定め
、該二酸化硫黄濃度がその目標値になるようにフィードバック制御をおこなった。
【００８５】
　また、消石灰の吹込み量については、塩化水素濃度および二酸化硫黄濃度がバグフィル
タ出口におけるそれぞれの目標値（塩化水素=100ppm、二酸化硫黄=50ppm）以下になるよ
うフィードフォワード制御を行った。
【００８６】
　酸性ガス濃度の計測結果と、苛性ソーダ水溶液、消石灰の供給量を表２に示す。また、
苛性ソーダ24%水溶液および消石灰の市中価格（苛性ソーダ24%：9.5円/kg、消石灰：22円
/ｋｇ）より、それぞれの薬剤費用を計算し示した。
【００８７】

【表２】

【００８８】
　本実施例において、八つの実施例（実施例１～８）が表２にて示されている。実施例１
～８は、上記比較例と同様に、ガス冷却塔の入口における二酸化硫黄濃度によってＡ～Ｃ
の三つのグループに分類される。表２に示されているように、該二酸化硫黄濃度が約３０
０ｐｐｍである実施例１，２はグループＡに、該二酸化硫黄濃度が約４３０ｐｐｍである
実施例３，４はグループＢに、該二酸化硫黄濃度が約８００ｐｐｍである実施例５～８は
グループＣに分類されている。
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　本実施例のグループＡ～Ｃと上述の比較例のグループＡ～Ｃとを、それぞれ対応する同
じグループ同士でそれぞれ比較してみると、いずれのグループにおいても、本実施例で必
要な消石灰の供給量は上述の比較例で必要な消石灰の供給量よりも少なく、その分、薬剤
費用を低減できることが確認された。
【００９０】
　また、バグフィルタに払い落とし操作を行った後に、バグフィルタ入口と出口との差圧
の上昇があるか否か（差圧上昇の有無）およびバグフィルタのホッパ部での煤塵の固化の
有無について確認した。本実施例１～６では、差圧上昇及び煤塵の固化のなかったが、実
施例７では、差圧上昇及び煤塵の固化が生じた。固化した煤塵を分析したところ、CaCl2
とCaSO4が含まれており煤塵をバグフィルタに固着させたり、煤塵同士を固着させる原因
となっていることが分かった。
【００９１】
　そこで、実施例８として、ガス冷却塔出口における排ガス中の塩化水素濃度の計測値及
び二酸化硫黄濃度の計測値に基づき、塩化水素と反応してCaClOHを生成するとともに二酸
化硫黄と反応してCaSO３を生成するために必要十分な消石灰の供給量を算出し、その算出
した供給量の消石灰をバグフィルタ入口部に供給した。その結果、バグフィルタの差圧上
昇及び煤塵の固化の発生を防止できた。
【符号の説明】
【００９２】
　１　排ガス処理装置
　１０　ガス冷却塔
　２０　液状アルカリ剤供給装置
　３０　二酸化硫黄濃度計
　４０　塩化水素濃度計
　５０　粉末アルカリ剤供給装置
　６０　制御装置
　６１　液状アルカリ剤供給量制御部
　６２　粉末アルカリ剤供給量制御部
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